






まとめ

母体搬送は,理由の一つとして医事紛争防止を目的としても,増加傾向にある。

その結果については,生死と共に後遺症についても検討をする必要がある。

周産期救急に対しての行政の助成(補助)を,一般救急予算から分けるのでなく,母子救急と

して独立したもの,特に母体搬送受け入れについても要求したい。


